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が原因である。大恐慌によって，当時の国民総生産（GDP）は 1929 年対比で，約 30％強
落ち込み，9万件超の企業倒産によって，失業率が 30％に迫る状態になった 3。






































































































































































































































約 10 万人程度であった。これに対して，1965 年には約 700 万人に達したといわれている。








































































































































をおこなった。H.	トルーマンは，1947 年から 1951 年まで，戦争で荒廃した西ヨーロッパへの大規模
な財政支援をおこなうことを米国連邦議会で承認させた。こうして生まれたのが「マーシャル・プラン」
である。マーシャル・プランの特徴は，その資金の使途にあった。当時の財政支援金額 130 億ドルのち，































28	 Brundage,	P.,	“Milestones	on	 the	Path	of	Accounting,”	Harvard	Business	Review,	 July	1951,	
pp.78-79.
29	 Brundage,	P.,	op.	cit.,	p.79.
30	 生命保険協会編「アメリカの私的および公的年金制度」『生命保険協会会報』，第 47 巻第 2号，1967 年，
35 － 40 頁。
31	 もっとも有名な事件は，ステュードベイカー事件である。スチュードベイカー社（Studebaker）は，
1852 年に創業し，1950 年代初頭までは全米自動車労働組合に加入する必要がないと言われるほど，自
動車業界でも賃金水準の高い会社であった。しかしその後，ビッグスリーの新車開発と値引き攻勢に
よって，急速に競争力を失っていった。同様の状態にあったパッカード社（Packard）と1954年に合併し，
販売競争力の回復に努めたが，業績の回復には至らなかった。そうした業績が下降する過程で，スチュー
ドベイカー社は，企業年金制度の終了と，労働者の企業年金受給権を没収するに至った。
32	 年金制度開示法が成立したその他の背景には，1955 年に企業が合併目的で他者の株式を取得する際の
資金として，企業年金給付に充てるための財源（制度資産）を目的外使用したケースが問題となった。
また，1958 年には一部の労働組合幹部が，当該制度資産を恣意的に利用し，健全な制度運用が危ぶま
れるケースな，労使双方における企業年金制度を介した不適正行為が，上院特別委員会（マクレラン
委員会）の公聴会において明らかとなった。
